
電力セクターにおける水素・アンモニア・CCS
CO2排出量、コスト、技術、気候変動対策の時間軸など課題山積。関係者間の議論のみで推進されるイノベーション
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桃井貴子（気候ネットワーク東京事務所）



気候危機対策＝1.5℃目標の達成
今後の石炭火力と電力セクターの在り方に関する国際合意

� グラスゴー気候協約（2021年11月13日）

 排出削減対策のとられていない石炭火力発電（unabated 
coal power）の削減（フェーズダウン）を加速する

※Unabated Coal Power＝CCS付ではない石炭火力

� G7エルマウサミット コミュニケ（2022年6月28日）

 国内の、排出削減対策がとられていない（unabated）石炭
火力発電を廃止する目標に向けて具体的かつタイムリーに
ステップを踏む

 2035年までの電力部門の完全または大部分
（predominantly）の脱炭素化
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参考）
日本の温室効果ガス排出量（大規模事業所の事業種別）

発電に占める割合
発電のCO2排出に
占める割合

石炭 32% 55.1％

天然ガス 38％ 35.1％
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◆日本の温室効果ガス排出量：大規模事業所約70％の内訳

出典）温室効果ガス排出算定報告制度の開示情報より気候ネットワーク作成



第6次エネルギー基本計画の石炭の位置づけも見直しが必要
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（第6次エネルギー基本計画）
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� 「重要なベースロード電源（2014/2017）」

→「重要なエネルギー源／調整電源（2021）」

� 「高効率石炭火力の有効活用（2014）」

→「非効率石炭火力のフェードアウト（2017）」

→「電源構成における比率は、安定供給の確保を大前提に低減（2021）」

� 「排出量を抜本的に下げるための技術（IGCCなど）等の開発をさらに進
める（2014）」

→「排出量を抜本的に下げるための技術等（IGCC、CCUSなど）の開発を更
に進める(2017)

→「燃料そのものを水素・アンモニアに 転換させることや、排出される
ＣＯ２を回収・貯留・再利用することで脱炭素化を図る（2021）」

・2030年電源構成の石炭の割合 「26％（2015）」→「19％（2021）」



現状の政府の政策では廃止にブレーキ
電力供給計画では2031年を超えても石炭は今後もほぼ横ばい

電力広域的運営推進機関（OCCTO）「2022年度供給計画の取りまとめ」より気候ネットワーク作成）

新設計画 廃止計画

出力(万kW) 地点数 出力(万kW) 地点数

石炭 482 7 △ 28.8 2

LNG 714.9 15 △ 216.8 6

石油 2.6 6 △ 927.3 29

計 1199.5 28 △ 1172.9 37

電力広域的運営推進機関（OCCTO）「2022年度供給計画の取りまとめ」

2031年度末までの火力発電の新設・廃止計画

・電力供給計画から、2031年の石炭火力廃止計
画はわずかに２基28.8万kWであり、今後も維持
され続けることが明らかに。

・2031年の電源構成は、エネ基で示された2030
年電源構成に比べて、再エネ29％と低く、石炭
は32％と高くなることが明らかに。

2031

電源構成の見通し
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水素・アンモニアは、製造プロセスで大量のCO2を排出
推進するなら完全CO2フリーの“グリーン”のみ

� 水素製造

水を再エネで電気分解するのがグリーン水素（現状では大量生産に限
界）。その他は化石燃料由来でCO2の排出を伴う製造方法。ブルー水素は、
製造プロセスで排出されたCO2を回収して地中に貯留するものを指すが、
100％回収して貯留することは現状ではできない。
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� アンモニア製造

水素と窒素を触媒で化学反応さ
せて製造。色分けは水素の製造と
同様。

アンモニアは、現状では、ハー
バーボッシュ法という高温高圧で
の製造方法で生産されており、大
量のエネルギーを必要とする。こ
のプロセスにおいてもCO2が排出
されているかどうかを評価する必
要がある。

� 運搬時のCO2排出

海外から水素やアンモニアを船
舶で運搬する際にも化石燃料のエ
ネルギーを必要とし、大量のCO2
を排出する。

出典）JBCファクトシート



アンモニア混焼では減らないCO2
グリーンアンモニアは現状では現実味なし

グレーアンモニアのケース

混焼・専焼のCO2削減効果
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アンモニア価格予測値 CO2排出係数の比較

出典）JBCファクトシート



高コストで実用化もほど遠いCCS
「将来のCCS」を理由に既存石炭火力の延命すべきではない
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出典）JBCファクトシート



CCSの非現実的な想定
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“ゼロエミッション火力”“脱炭素電源”の実態
CO2削減にもならず、社会的コスト激増のリスク

水素・アンモニアの問題

� 現状の水素・アンモニア生産は化石燃料由来でCO2の削減に貢献しない

� 生産にコストがかかり、石炭価格よりも大幅に高くなり再エネとの競争力もない

� 現時点で実用化には程遠い状況で、開発に時間がかかり気候危機対策に全く間に合わない。

� 上記の問題があるにも関わらず、将来の燃料転換を前提に石炭火力を動かすことでCO2の排出が増える。

CCSの問題

� 実用化には程遠く、日本に適地はない。

� 圧入したCO2が漏れ出すリスクも。

� 回収・運搬・圧入・モニタリングなどす
べてのプロセスで高額な費用がかかる。
CCS付石炭火力は再エネより高コスト。

� 現状でCCS付石炭火力は日本には存在しな
い。CO2を回収しても、全体からみたらご
くわずか。



JERAゼロエミッション2050

出典）JERAゼロエミッション2050 日本版ロードマップ（2020年10月13日）



JERAが保有する石炭火力発電所 総計967万KW

発電所名 号機 県 住所

設備容量
（MW） 運転開始年 状況

碧南発電所 1 愛知 碧南市 70万kW 1991年10月 運転中（2030年までに廃止？）

碧南発電所 2 愛知 碧南市 70万kW 1992年6月 運転中（2030年までに廃止？）

碧南発電所 3 愛知 碧南市 70万kW 1993年4月 運転中

碧南発電所 4 愛知 碧南市 100万kW 2001年11月 運転中

碧南発電所 5 愛知 碧南市 100万kW  2002年11月 運転中 ＊アンモニア混焼試験：0.02%
常陸那珂発電所 1 茨城 東海村 100万kW  2003年12月 運転中

広野発電所 5 福島 広野町 60万kW  2004年7月 運転中

広野発電所 6 福島 広野町 60万kW 2013年12月 運転中

常陸那珂発電所 2 茨城 東海村 100万kW  2013年12月 運転中

武豊発電所 5 愛知 武豊町 107万kW  2022年8月 運転中

横須賀発電所 新1 神奈川 横須賀市 65万kW  2023年 建設中
横須賀発電所 新2 神奈川 横須賀市 65万kW  2024年 建設中

出典）Japan Beyond Coalより作成



GX実行会議で提案されるトランジションのイメージ
（第2回GX実行会議の中部電力勝野代表取締役資料より）
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・エネルギーミックスの基本的な
構造（火力＋再エネ＋原子力）を
変えないトランジション

・2050年になっても石炭火力を維
持し、CCSと水素・アンモニアで
“脱炭素化”が本当にできるの
か？

・省エネが進めば再エネ電力で十
分賄えるのでは？

・企業のリーダーシップと提案で
政策がつくられるので本当に良い
のか？



電源開発 J-POWER BLUE MISSION 2050



電源開発(Jパワー)が保有する石炭火力発電所 総計849.5万KW

発電所名 号機 県 住所 設備容量 運転開始年 発電技術 状況
高砂発電所 1 兵庫 高砂市 25万kW 1968年7月 亜臨界 (Sub-C) 運転中
高砂発電所 2 兵庫 高砂市 25万kW  1969年1月 亜臨界 (Sub-C) 運転中
松島発電所 1 長崎 西海市 50万kW 1981年1月 超臨界 (SC) 運転中
松島発電所 2 長崎 西海市 50万kW  1981年6月

2026年
超臨界 (SC)
ガスタービン及び汽力（複
合発電方式）

運転中
計画中（環境アセス）
＊アップサイクル

竹原発電所 3 広島 竹原市 70万kW  1983年3月 超臨界 (SC) 運転中
石川発電所 1 沖縄 うるま市 15.6万kW 1986年11月 亜臨界 (Sub-C) 運転中

石川発電所 2 沖縄 うるま市 15.6万kW 1987年3月 亜臨界 (Sub-C) 運転中
松浦発電所 1 長崎 松浦市 100万kW 1990年6月 超臨界 (SC) 運転中
松浦発電所 2 長崎 松浦市 100万kW  1997年7月 超々臨界 (USC) 運転中
橘湾発電所 1 徳島 阿南市 105万kW 2000年7月 超々臨界 (USC) 運転中
橘湾発電所 2 徳島 阿南市 105万kW  2000年12月 超々臨界 (USC) 運転中
磯子発電所 新1 神奈川 横浜市 60万kW 2002年4月 超々臨界 (USC) 運転中
磯子発電所 新2 神奈川 横浜市 60万kW  2009年7月 超々臨界 (USC) 運転中
大崎クールジェン 広島 大崎上島町 16.6万kW 2017年3月 石炭ガス化複合発電 (IGCC)運転中
竹原発電所 新1 広島 竹原市 60万kW 2020年6月 超々臨界 (USC) 運転中

出典）Japan Beyond Coalより作成

※大崎クールジェンは中国電力と共同出資した株式会社大崎クールジェンが運営会社なので、株の保有率50％から割り出し8.3万kW分をJパワーの保有分とする。



松島火力（GENESIS松島）のCO2排出量は減るのか？

CO2はほとんど減らない むしろ再エネの足かせに・・・・


